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　次のとおり一般競争入札に付します。

入札公告（建設工事）

申請等の受付は、土曜日、日曜日及び祝日等（行政機関の休日に関する法律（昭和63年法律第
91号）第１条に規定する行政機関の休日）を除く、午前９時から午後６時（電子入札の場合）。
又は、午前９時から午後５時４５分（紙入札の場合（下記 4.（1）の担当部局の受付時間））と
する。ただし、申請期限等の最終日の受付時間は、電子・紙入札ともに別表１．のとおりとす
る。

令和６年１月２３日
分任支出負担行為担当官
東北地方整備局
七ヶ宿ダム管理所長　　坂本　悟

工事概要

　工事名 七ヶ宿ダム維持工事
（電子入札対象案件及び電子契約対象案件）

道路清掃工　　　　　　　　　　　　１ 式

　工事場所 七ヶ宿ダム管理所管内

除草工　　　　　　　　　　　　　　１ 式
伐木除根工　　　　　　　　　　　　１ 式
植栽維持工　　　　　　　　　　　　１ 式
除雪工　　　　　　　　　　　　　　１ 式
ダム管理施設補修工　　　　　　　　１ 式
緊急巡視等　　　　　　　　　　　　１ 式

　工事内容 流木処理工　　　　　　　　　　　　１ 式

　工　　期 令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで
　工事実施形態
　本工事における工事実施形態は下記のとおりとする。

　本工事は、総価契約単価合意方式の対象工事である。
　本工事は､価格以外の要素と価格を総合的に評価して落札者を決定する総合評価
落札方式（施工能力評価型（Ⅱ型））の適用工事である。

本工事は、契約締結後に施工方法等の提案を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行
工事である。

本工事は、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律に基づき、分別解体
等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の実施が義務付けられた工事である。

本工事は、現場経験の少ない技術者の技術力向上を図るため、主任技術者又は
監理技術者を専任で補助する技術者（以下、「専任補助者」という。）を配置す
る場合に、主任技術者又は監理技術者の評価に代えて専任補助者の能力等で評価
する試行工事である。

本工事は、「土木請負工事工事費積算基準」等により各種工種区分に従って対
象額ごとに求めた共通仮設費率（率分）及び現場管理費率にそれぞれの補正係数
を乗じる対象工事である。

本工事は、受注者の円滑な施工体制の確保を図るため、事前に建設資材、労働
者確保等の準備を行うことができる余裕期間を設定した工事である。

工期：令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで

本工事は、契約締結後、労働者確保に要する方策に変更が生じ、土木工事標準
積算基準書の金額相当では適正な工事の実施が困難になった場合は、実績変更対
象費の支出実績を踏まえて最終精算変更時点で設計変更する試行工事である。

本工事は、地域外（遠隔地）からの建設資材等の調達に係る費用について、支
払実績により設計変更を実施する試行工事である。

（余裕期間：契約締結日の翌日から令和６年３月３１日まで）
なお、低入札価格調査等により、工事の始期以降に契約締結となった場合に

は、余裕期間は適用しない。
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　本工事において主任技術者を配置する場合、密接な関係のある二以上の工事を
同一の建設業者が近接した場所（相互の間隔が１０km程度）において施工するも
のについては、同一の専任の主任技術者がこれらの工事を管理することができる
ものとする。
　本工事は、入札書と競争参加資格確認資料の提出を同時に行う工事である。

　本工事は、熱中症対策に資する現場管理費の補正をする試行工事である。

　本工事は、週休２日を推進するため、技術者及び技能労働者が交替しながら休
日を確保する試行工事である。

　本工事は、受注者の発案による施工手順の工夫等の創意工夫による生産性向上
の取組を推進する「生産性向上チャレンジ」の試行対象工事である。
　本工事は、賃上げを実施する企業に対して総合評価における加点を行う工事で
ある。

　本工事は、国土交通省が提唱するi-Constructionに基づき、新技術を活用する
工事である。
　本工事は、建設業法第２６条第３項ただし書の規定の適用を受ける監理技術者
（以下、「特例監理技術者」という。）及び特例監理技術者の行うべき職務を補
佐する者（以下、「監理技術者補佐」という。）の配置を認める工事である。

本工事は、資料の提出、入札等を電子入札システムで行う対象工事である。なお、
電子入札システムによりがたい者は、分任支出負担行為担当官の承諾を得て紙入札方
式に代えることができるものとする。
　本工事は、契約手続きに係る書類の授受を、原則として電子契約システムで行う対
象工事である。なお、電子契約システムによりがたい場合は、分任支出負担行為担当
官の承諾を得て紙契約方式に代えることができるものとする。

東北地方整備局における維持修繕工事に係る令和５・６年度一般競争参加資格の認
定を受けていること（会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又
は民事再生法に基づき再生手続開始の申立てがなされている者については、手続開始
の決定後、東北地方整備局長（以下、「局長」という。）が別に定める手続に基づく
一般競争参加資格の再認定を受けていること。）。

競争参加資格

予算決算及び会計令（以下、「予決令」という。）第70条及び第71条の規定に該当
しない者であること。

　ダム、河川または道路における維持修繕工事の施工実績があること。
　当該施工実績が適切なものであること。

会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づ
き再生手続開始の申立てがなされている者（上記（2）の再認定を受けた者を除く。）
でないこと。

平成２０年４月１日以降に、発注者から直接請け負った者（以下、「元請け」とい
う。）として完成・引渡しが完了した、次の要件を満たす工事の施工実績を有するこ
と（共同企業体の構成員としての施工実績は、出資比率が２０％以上の場合のものに
限る。なお、乙型共同企業体の施工実績については、出資比率にかかわらず各構成員
が施工を行った分担工事の実績であること。）。

経常建設共同企業体（甲型）にあっては、構成員のうちいずれか１社が、上記
①から②までの要件を満たしていること。

　適切なものとは、過失による粗雑工事に起因した指名停止、契約違反に起因し
た指名停止を受けていないなど、不正又は不誠実な行為がなされたものではない
こと。
　また、当該施工実績が大臣官房官庁営繕部、各地方整備局、北海道開発局及び
内閣府沖縄総合事務局開発建設部の発注した工事（いずれも港湾空港関係を除
く。以下、「大臣官房官庁営繕部、各地方整備局、北海道開発局及び内閣府沖縄
総合事務局開発建設部発注工事」という。）である場合は、工事成績評定点が６
５点未満のものではないこと。
　ただし、競争参加資格確認資料（以下、「確認資料」という。）の提出期限の
日までに工事成績評定点の通知がされていない工事の施工実績を提出する場合
は、上記②「当該施工実績が適切なものであること。」を満たすとともに工事事
故による指名停止を受けていない工事の施工実績に限り参加資格を認める。
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　次に掲げる基準を満たす主任技術者、監理技術者又は特例監理技術者を本工事に配
置できること。専任の要否は関係法令による。

　土木施工管理技士又はこれと同等以上の資格を有する者であること。
　平成２０年４月１日以降に、元請けとして完成・引渡しが完了した、下記(ア)
及び(イ)の要件を満たす工事の施工経験を有する者であること。
　甲型又は乙型の共同企業体構成員の技術者として従事した施工経験について
は、共同企業体構成員が以下のいずれかに該当するものに限る。

甲型共同企業体については、構成員の出資比率が２０％以上であること。

　当該施工経験が適切なものであること。
　適切なものとは、過失による粗雑工事に起因した指名停止、契約違反に起
因した指名停止を受けていないなど、不正又は不誠実な行為がなされたもの
ではないこと。
　また、当該施工経験が大臣官房官庁営繕部、各地方整備局、北海道開発局
及び内閣府沖縄総合事務局開発建設部発注工事である場合は、工事成績評定
点が６５点未満のものではないこと。
　ただし、確認資料の提出期限の日までに工事成績評定点の通知がされてい
ない工事の施工経験を提出する場合は、上記(イ)「当該施工経験が適切なも
のであること。」を満たすとともに工事事故による指名停止を受けていない
工事の施工経験に限り参加資格を認める。

乙型共同企業体については、構成員が施工を行った分担工事のものであるこ
と。

　ただし、専任補助者を配置する場合、主任技術者又は監理技術者の下記(ア)の
施工経験は、(ウ)に掲げる施工経験（以下、「代要件」という。）に代えること
ができる。

　ダム、河川または道路における維持修繕工事の施工経験があること。

専任補助者を配置する場合の(ア)に代わる施工経験（代要件）
　専任補助者を配置する場合の、主任技術者又は監理技術者が満たさなけれ
ばならない上記(ア)に代わる施工経験（代要件）は、工事種別が上記 2.
（2）に示す｢維持修繕工事｣とする。

　経常建設共同企業体（甲型）にあっては、全ての構成員が、主任技術者、監理
技術者又は特例監理技術者を本工事に配置できることとし、うち１人が上記①及
び②の要件を満たしていること。
　また、監理技術者又は特例監理技術者の場合は上記③の要件についても満たし
ていること。

監理技術者又は特例監理技術者にあっては、監理技術者資格者証及び監理技術
者講習修了証（監理技術者講習修了履歴）を有する者であること。
  主任技術者の資格については、関係法令及び共通仕様書等に加え、登録基幹技
能者講習修了証を有する者も要件を満たすものとする。

　宮城県内に本社（本店）があり、かつ、仙台地方生活圏内（本生活圏に含まれる市
町村名は下記※を参照。）に建設業法の許可（当該工事に対応する建設業種）に基づ
く、本社（本店）、支店、又は営業所のいずれかが所在すること。
 ※仙台地方生活圏： 仙台市、塩竃市、名取市、多賀城市、岩沼市、富谷市、

白石市、角田市、亘理町、山元町、松島町、七ヶ浜町、
利府町、大和町、大郷町、大衡村、大河原町、村田町、
柴田町、川崎町、蔵王町、七ヶ宿町、丸森町

　競争参加資格確認申請書（以下、「申請書」という。）の提出期限の日から開札の
時までの期間に、局長から工事請負契約に係る指名停止等の措置要領に基づく指名停
止を受けていないこと。
　上記 1. に示した工事に係る設計業務等の受託者でないこと。又は当該受託者と資
本若しくは人事面において関連がある建設業者でないこと。
　入札に参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係がないこと。

経常建設共同企業体（甲型）にあっては、全ての構成員が、（1）、（6）及び（9）
の要件を満たしていること。
　東北地方整備局（港湾空港関係を除く。）における平成３１（令和元）年度から令
和４年度までに完成・引渡しが完了した維持修繕工事について、次の要件を満たして
いること。

　当該工事種別の工事における工事成績評定点の平均点が６５点未満でないこ
と。
　なお、実績がない場合については、工事成績評定点を要件としない。
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　経常建設共同企業体（甲型）にあっては、当該工事種別の工事における当該経
常建設共同企業体（甲型）の工事成績評定点の平均点が６５点未満でないこと。
当該経常建設共同企業体（甲型）としての実績がない場合は、当該工事種別の工
事における実績がある全ての構成員について、工事成績評定点の平均点が６５点
未満でないこと。
　なお、当該経常建設共同企業体（甲型）としての実績がなく、かつ構成員の全
てが実績を有しない場合については、工事成績評定点を要件としない。

警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずる者と
して、国土交通省発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でな
いこと。

　評価項目
本工事の総合評価は、次の①から②までと価格を総合的に評価して落札者を決定す

るものとする。
施工体制（品質確保の実効性、施工体制確保の確実性）
施工能力等（企業の能力等、技術者の能力等、賃上げの実施に関する評価）

総合評価に関する事項

　総合評価の方法
標準点

本工事について、入札説明書に記載された要求要件を実現できると認められる
者に標準点１００点を与える。
施工体制評価点及び加算点

入札価格及び技術資料（上記（1）②。以下、「技術資料」という。）の内容に
応じ、上記（1）①の評価を行い施工体制評価点を与え、また技術資料の評価項目
毎に評価を行い、加算点を与える。なお、施工体制評価点の最高点数は３０点、
加算点の最高点数は４３点とする。

　落札者の決定方法
入札参加者は、価格及び技術資料をもって入札をし、次の各要件に該当する者

のうち、評価値の最も高い者を落札者とする。

入札価格及び技術資料に係る総合評価
　標準点と施工体制評価点及び加算点の合計を入札価格で除して得た数値（以
下、「評価値」という。）をもって行う。

なお、上記②の評価項目の詳細及び加算点の算出方法は入札説明書による。

上記において、評価値の最も高い者が２人以上あるときは、くじを行い、落札
者を決める。

入札手続等

　担当部局
　〒989-0536　宮城県刈田郡七ヶ宿町字切通52-40
　　　国土交通省　東北地方整備局　七ヶ宿ダム管理所　　総務係
　　　電話　0224-37-2122  内線 (210)

　入札価格が予決令第79条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範
囲内であること。
　なお、予定価格は、設計図面及び設計図書に基づき算出し、総合評価管理
費は含まない。

評価値が、標準点（１００点）を予定価格で除した数値を下回らないこ
と。

　ただし、やむを得ない事由により、上記交付方法による入手ができない入札参加者
は上記（1）の担当部局へその旨申し出ること。
　申請書及び確認資料の提出期限、場所及び方法

　入札説明書の交付期間及び方法
　入札説明書を電子入札システムにより交付する（電子入札システムの調達案件一覧
中、本案件の「登録文書一覧」欄から、ダウンロードすること。）。
　交付期間は、別表１．①に示す期間。

申請書は、別表１．②に示す期日までに、確認資料は、別表１．③に示す期日まで
に、電子入札システムにより提出すること。なお、紙入札方式の場合は上記（1）に持
参、郵送（書留郵便に限る。提出期限必着。以下同様。）又は託送（書留郵便と同等
のものに限る。提出期限必着。以下同様。）により提出することもできる。
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開札は、別表１．④に示す日時に東北地方整備局 七ヶ宿ダム管理所会議室にて行
う。

　入札及び開札の日時及び場所並びに入札の方法
入札の締切は、別表１．③に示す期日。入札は電子入札システムにより行うこと。

なお、紙入札方式の場合は上記（1）の担当部局に持参、郵送又は託送により提出する
こともできる。

契約保証金　　納付（保管金の取扱店　日本銀行大河原代理店（七十七銀行大河
原支店））。

ただし、利付国債の提供（保管有価証券の取扱店 日本銀行仙台支店）又は金
融機関若しくは保証事業会社の保証（取扱官庁 東北地方整備局）をもって契約
保証金の納付に代えることができる。また、公共工事履行保証証券による保証を
付し又は履行保証保険契約の締結を行った場合は、契約保証金を免除する。

その他

　手続において使用する言語及び通貨　日本語及び日本国通貨に限る。
　入札保証金及び契約保証金

入札保証金　　免除。

　入札の無効
　入札期限までに入札参加者の代表者又は代理権限のある名義人のＩＣカードに
より、電子入札システムから本工事の入札説明書及び全ての配布資料をダウン
ロードしない者又は分任支出負担行為担当官の指定する方法（ＣＤ－Ｒ等による
貸与等）での交付を受けない者のした入札は無効とする。
　競争参加資格のない者のした入札、申請書又は確認資料に虚偽の記載をした者
のした入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。

落札者の決定方法 落札者は、上記 3. に定めるところに従い評価値の最も高い者
とする。ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により本契約の
内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められるとき又はその者と契約を
締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であ
ると認められるときは、その限りではない。
　配置予定技術者等の確認　落札者決定後、ＣＯＲＩＮＳ等により配置予定技術者
（専任補助者を含む。）の専任制違反の事実が確認された場合、契約を結ばないこと
がある。なお、種々の状況からやむを得ないものとして承認された場合の外は、申請
書及び確認資料の差し替えは認められない。

本工事において、中間前金払に代わり、既済部分払を選択した場合には、短い間隔
で出来高に応じた部分払や設計変更協議を実施する「出来高部分払方式」を採用す
る。

本工事に直接関連する他の工事の請負契約を本工事の請負契約の相手方との随意契
約により締結する予定の有無　　無。

施工体制確認のためのヒアリング及びヒアリングに際して追加資料の提出を必要に
応じて行う。
　関連情報を入手するための照会窓口　上記 4.（1）に同じ。

　専任の主任技術者（監理技術者又は監理技術者補佐）の配置が義務付けられている
工事において、調査基準価格を下回った価格をもって契約する場合においては、主任
技術者（監理技術者又は監理技術者補佐）とは別に同等の要件を満たす技術者の配置
を求めることがある。

契約締結後の技術提案 契約締結後、受注者は、設計図書に定める工事目的物の機
能、性能等を低下させることなく請負代金額を低減することを可能とする施工方法等
に係る設計図書の変更について、提案することができる。提案が適切と認められた場
合には、設計図書を変更し、必要があると認められる場合には請負代金額の変更を行
うものとする。
　契約書作成の要否　要。

　一般競争参加資格の認定を受けていない者の参加
上記 2.（2）に掲げる一般競争参加資格の認定を受けていない者も上記 4.（3）に

より申請書及び確認資料を提出することができるが、競争に参加するためには、開札
の時において、当該資格の認定を受け、かつ、競争参加資格の確認を受けていなけれ
ばならない。
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（14）

（15）

①

②

③

④

入札説明書の交付期間
公告の日から
令和６年２月１３日 正午まで

申請書（別記様式１のみ）の
提出期限

令和６年１月３０日 正午まで

　本工事の競争参加資格に定める支店、営業所が所在することにより競争参加資格を
有し、入札に参加し落札決定の通知を受けた者に落札決定通知後、契約締結前に建設
業法に規定する営業所専任技術者の確認及び営業所の活動実態の確認に関する資料を
提出させる場合がある。その結果、疑義が生じた場合は、建設業許可部局に情報提供
するとともに、建設業法違反の事実が確認された場合等は、落札決定を取消すととも
に、指名停止とすることがある。契約締結後であれば契約を解除することがある。な
お、資料の提出を拒否した場合においても落札決定を取消す。

　本公告における内容の詳細については、入札説明書による。

別表１．本入札手続きに係る期間等

　申請等の受付は、土曜日、日曜日及び祝日等（行政機関の休日に関する法律(昭和63
年法律第91号)第１条に規定する行政機関の休日）を除く、午前９時から午後６時（電
子入札の場合）。又は、午前９時から午後５時４５分（紙入札の場合（上記 4.（1）
の担当部局の受付時間））とする。ただし、申請期限等の最終日の受付時間は、電
子・紙入札ともに下記のとおりとする。

開札日時 令和６年３月８日 午前１０時００分

確認資料の提出期限及び
入札の締切

令和６年２月１３日 正午まで
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（別記様式１） （用紙 Ａ４）

分任支出負担行為担当官

東北地方整備局

七ヶ宿ダム管理所長　殿

住　　　　所

大臣・知事許可番号

商号又は名称

代表者氏名

記

1 入札説明書　7.（3）①に定める施工実績を記載した書面

2 入札説明書　7.（3）②に定める配置予定の技術者の資格等を記載した書面

3 入札説明書　7.（3）③に定める契約書等資料の写し

4 入札説明書　7.（3）④に定める監理技術者資格者証等の写し

5 入札説明書　7.（3）⑥に定める表彰実績等

6 入札説明書　7.（3）⑦に定める特例監理技術者を配置する場合の確認資料

7 入札説明書　7.（3）⑧に定める賃上げの実施に関する評価の確認資料（別記様式７及び８）

なお、予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第70条の規定に該当するものでないこと、添付
書類の内容については事実と相違ないこと、入札説明書4.（4）の施工実績及び4.（5）施工経験は不
正又は不誠実な行為がなされたものではないことを誓約します。

競争参加資格確認申請書

令和　年　　月　　日

　令和６年１月２３日付けで公告のありました七ヶ宿ダム維持工事に係る競争参加資格について確認
されたく申請します。なお、下記の書類は、入札書と同時に提出します。

注1) 　返信用封筒として、表に申請者の住所・氏名を記載し、簡易書留料金分を加えた料金の切手
を貼った長3号封筒を申請書と併せて提出すること。ただし、電子入札システムで申請した場合
は不要である。

注2) 　上記 7 入札説明書 7.（3）⑧に定める賃上げの実施に関する評価の確認資料（別記様式７及
び８）は賃上げを実施しない場合は様式から削除すること。
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（別記様式２） （用紙　Ａ４）

会社名

施　　工　　実　　績

施 工 方 法

規 模 ・ 寸 法

平成２０年４月１日以降に、元請けとして完成・引渡しが完了した、4.（4）の要件を満たす工事の施工実績を有すること（共同企業体の構

成員としての施工実績は、出資比率が２０％以上の場合のものに限る。なお、乙型共同企業体の施工実績については、出資比率にかかわらず各

構成員が施工を行った分担工事の実績であること。）。なお、当該施工実績が大臣官房官庁営繕部、各地方整備局、北海道開発局及び内閣府沖

縄総合事務局開発建設部発注工事である場合は、工事成績評定点が６５点未満のものを除く。

競争参加資格

工 事 名 称

発 注 機 関

施 工 場 所

契 約 金 額

より同種性が高い　　・　　同種性が認められる

工 期

工
事
名
称
等

有　（ＣＯＲＩＮＳ登録番号：　　　　　　　　　　　　　　　）　・　無

工
事
概
要

施 工 数 量

施 工 条 件 等

ＣＯＲＩＮＳ
登録の有無

同 種 性

（注5）

　ＣＯＲＩＮＳに登録されている場合は、登録番号を記入。
ＣＯＲＩＮＳに登録されており、かつＣＯＲＩＮＳの登録データで競争参加資格の有無及び、「より同種性が高い」で申請した時により同種性が高い工事

であることが確認できる場合は、契約書等資料の写しを添付する必要はない。
受注形態が共同企業体の場合は、共同企業体協定書の写しを添付すること（ＣＯＲＩＮＳに登録されており、かつＣＯＲＩＮＳの登録データで競争参加資

格の有無の確認ができる場合は、共同企業体協定書の写しを添付する必要はない。）。
（注4）

（注1）
（注2）

（注3）

　大臣官房官庁営繕部、各地方整備局、北海道開発局及び内閣府沖縄総合事務局開発建設部発注工事の場合は、工事成績評定点を記載し、工事成績評定通知
書の写しを添付すること。

　競争参加資格があることを確認できる内容で記載のこと。なお、ＣＯＲＩＮＳの登録内容から競争参加資格として求めている施工実績及び、「より同種性
が高い」で申請した時により同種性が高い工事であることを確認できない場合は、競争参加資格として求めている施工実績及び、より同種性が高い工事であ
ることを確認できる契約書等資料を添付すること。

工 事 成 績
評 定 点

受 注 形 態 等
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（別記様式２　記入例） （用紙　Ａ４）

会社名

施　　工　　実　　績

競争参加資格

平成２０年４月１日以降に、元請けとして完成・引渡しが完了した、4.（4）の要件を満たす工事の施工実績を有すること（共同企業体の構

成員としての施工実績は、出資比率が２０％以上の場合のものに限る。なお、乙型共同企業体の施工実績については、出資比率にかかわらず各

構成員が施工を行った分担工事の実績であること。）。なお、当該施工実績が大臣官房官庁営繕部、各地方整備局、北海道開発局及び内閣府沖

縄総合事務局開発建設部発注工事である場合は、工事成績評定点が６５点未満のものを除く。

工
事
名
称
等

工 事 名 称 ○○○○○○工事　　※記載できる工事は１件とする。

発 注 機 関 国土交通省○○地方整備局○○事務所

施 工 場 所 ○○県○○市○○町○○　～　○○県○○市○○町○○

契 約 金 額

工 事 成 績
評 定 点

○○点

（その他技術的な特記事項等）施 工 条 件 等

工 期

○○○，○○○，○○○円

ＣＯＲＩＮＳ
登録の有無

有　（ＣＯＲＩＮＳ登録番号：○○○○○○○○○○）　・　無

令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日

受 注 形 態 等 単体／ＪＶ（出資比率○○％）

同 種 性 より同種性が高い　　・　　同種性が認められる　　　※　施工実績が該当する内容に「○」を付けること

工
事
概
要

施 工 方 法 （形式、用途）

規 模 ・ 寸 法 （橋長、幅員、施工工法）

施 工 数 量 （○○工　○○○m3）
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（別記様式３） （用紙　Ａ４）

会社名

(注13) 

(注14) 

(注10) 
(注11) 

(注12) 

同種性

有　（ＣＯＲＩＮＳ登録番号：　　　　　　　　　　）　・　無

契約金額発 注 機 関 名

施 工 場 所

　現場代理人・主任技術者・監理技術者・特例監理技術者

　監理技術者補佐・担当技術者

　現場代理人・主任技術者・監理技術者・特例監理技術者

　監理技術者補佐・担当技術者

発 注 機 関 名

工 事 名 称

有 ・ 無
記入欄の該当内容を○で囲み、該当する工事の難工事実施証明書の写しを
提出すること。

ＣＯＲＩＮＳ登録の有無 有　（ＣＯＲＩＮＳ登録番号：　　　　　　　　　　）　・　無 海外認定・表彰制度の認定 　有　・　無

ＣＯＲＩＮＳ登録の有無

発注機関：　　　　　　、業務名：　　　　　　　　　　、従事した役職：
従事期間：　年　月　日～　年　月　日（　　年　ヶ月）、従事内容：

産休育休の取得期間

有・無
記入欄の該当内容を○で囲み、配置予定技術者の学習履歴を証明する証明
書（配置予定技術者、学習履歴を証明する証明書発行団体の名称、証明期
間（有効期間）等が分かるもの）の写し等の他に推奨単位が分かる資料を
別途提出すること。

申
請
時
に
お
け
る
他

工
事
の
従
事
状
況
等

休業期間：　年　月　日～　年　月　日（　　年　ヶ月）

事業促進ＰＰＰまたは
ＣＭの従事経験

令和　　年度表彰　工事名：　　　　　　工事
　事務所名：　　　　　事務所
 （ＣＯＲＩＮＳ登録番号：　　　　　　　　　　）

東北地方整備局優良工事または優良工事技術者（局長、
部長又は事務所長）表彰の有無

（局　長）
有 ・ 無

（事務所長）
有 ・ 無

 継続教育（ＣＰＤ）の取り組み
継続教育(当該団体推奨単位以上取得)の証明あり

継続教育(当該団体推奨単位の3分の2以上推奨単位未満取
得)の証明あり 有・無

（部　長）
有 ・ 無

配置予定技術者の表彰実績

海外認定・表彰制度の表彰の有無 有 ・ 無 令和　　年度  プロジェクト名：

令和　　年度表彰　工事名：　　　　　　工事
　事務所名：　　　　　事務所
 （ＣＯＲＩＮＳ登録番号：　　　　　　　　　　）
令和　　年度表彰　工事名：　　　　　　工事
　事務所名：　　　　　事務所
 （ＣＯＲＩＮＳ登録番号：　　　　　　　　　　）

(注6) 

配置予定技術者の
従事役職・氏名

法令による資格・免許

（旧姓・改姓後の姓　　　　／改姓平成　年　月　日）

資格要件

無：(ア)及び(イ)を満たしている　・　有：(ウ）の代要件にによる申請入札説明書 4.（5）②(ウ)の代要件による申請の有無

　なお、当該施工経験が大臣官房官庁営繕部、各地方整備局、北海道開発局及び内閣府沖縄総合事務局開発建設部発注工事である場合は、工事成績評定点が６
５点未満のものを除く。

　平成２０年４月１日以降に、元請けとして完成・引渡しが完了した、4.（5）②の要件を満たす工事の施工経験を有する者であること。

　甲型又は乙型の共同企業体構成員の技術者として従事した施工経験については、共同企業体構成員が以下のいずれかに該当するものに限る。

　・甲型共同企業体については、構成員の出資比率が２０％以上であること。

　・乙型共同企業体については、構成員が施工を行った分担工事のものであること。

主任（監理）技術者又は特例監理技術者の資格・施工経験

施
工
経
験
の
概
要

工 事 名 称 工事種別

工 期 平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日（従事期間：平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日）

　より同種性が高い　　・　　同種性が認められる

工 事 成 績 評 定 点 従事役職

工 事 内 容

工 期

本工事と重複する場合の
対応措置

平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日 従事役職

　難工事実施証明書の有無

　専任補助者を配置する場合、4.（5）②(ア)の施工経験を、(ウ)の代要件に代えることができる。ただし、代要件で申請した場合、専任補助者として申請した技術者は、競争参加資格
要件の4.（5）①から⑤の資格及び施工経験を満たしていることが必要なので注意すること。

　海外認定・表彰制度により認定された海外実績の場合において、ＣＯＲＩＮＳに登録されていない工事については、認定証の写し及び当該工事の内容について確認できる資料を添付
すること。

(注2) ＣＯＲＩＮＳに登録されており、かつＣＯＲＩＮＳの登録データで競争参加資格の有無及び、「より同種性が高い」で申請した時により同種性が高い工事であることが確認できる場
合は、契約書等資料の写しを添付する必要はない。

(注3) 

　なお、その場合、代要件で申請する配置予定技術者が満たすべき資格・施工経験及び申請時における他工事の従事状況等について、本様式に記載すること。

競争参加資格があることを確認できる内容で記載のこと。なお、ＣＯＲＩＮＳの登録内容から競争参加資格として求めている施工経験及び、「より同種性が高い」で申請した時によ
り同種性が高い工事であることを確認できない場合は、競争参加資格として求めている施工経験及び、より同種性が高い工事であることを確認できる契約書等資料及び本技術者が当該
工事に従事したことが分かる資料（現場代理人等通知書の控えの写し、施工計画書の現場組織表等）も添付すること。

(注7) 
　産休育休による「対象期間の緩和」を申請する場合は、休業期間を記載し、確認できる資料を添付すること。

(注5) 

 工　事　名：

 証明書有効期間：令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日

　大臣官房官庁営繕部、各地方整備局、北海道開発局及び内閣府沖縄総合事務局開発建設部発注工事の場合は、工事成績評定点を記載し、工事成績評定通知書の写しを添付すること。

　本工事における配置予定技術者の従事役職は必ず記載すること。
　競争参加資格として求められている施工経験が複数の場合には､施工経験毎に作成して提出すること｡

　事業促進ＰＰＰまたはＣＭによる「対象期間の緩和」を申請する場合は、記載した内容が確認できる資料を添付すること。

　健康保険被保険者証の写しを提出する場合は「保険者番号及び被保険者等記号・番号」についてマスキングを行ったうえで提出すること。なお「恒常的な雇用関係」とは入札説明書
11. に示す入札の締切日以前に３ヶ月以上の雇用関係があることをいう。

週休２日実施証明書の有無

　配置予定の技術者の資格については、合格証明書等の資格保有者であることが確認できる資料の写しを添付すること。

　優良工事表彰における配置予定技術者の従事期間は、主たる工種の全期間に従事した場合とする（主たる工種とは、２工種以上の場合は金額の大きい方の工種とし工場製作は除く。
全期間とは主たる工種の全数量分とする。）。
　また、ＣＯＲＩＮＳ登録データで主たる工種の全期間に従事したことが確認できない場合は、従事したことが確認できる資料の写しを提出すること（主たる工種と全期間に従事した
ことが分かる資料を提出すること。）。

(注4) 

(注1) 　ＣＯＲＩＮＳに登録されている場合は、登録番号を記入。

　「週休２日実施証明書」の項目が「有」の場合は、記載した該当工事の証明書の写し、又は主任技術評価官の確認印が押印された「「週休２日実施証明書」発行の申請」の控え（写
し）、又は証明書が発行される予定であることがわかる資料（様式自由）等、確認できる資料を添付すること。

証明書有（週休２日）
証明書無

 発注機関名：

(注8) 
(注9) 
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（別記様式３　記入例） （用紙　Ａ４）

会社名

例１）本工事に着手する前の○月○日から後片づけ開始予定のため本工事に従事可能

発 注 機 関 名

従事役職工 期

○○○○○○工事

平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日（従事期間：平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日）

国土交通省○○地方整備局○○事務所 契約金額

同種性

※ 施工経験が該当する内容に「○」を付けること。ただし入札説明書
4.（5）②(ウ)の代要件による申請で同種性が無い場合、「○」は不
要。

従事役職

ＣＯＲＩＮＳ登録の有無 有　（ＣＯＲＩＮＳ登録番号：○○○○○○○○○○）　・　無

国土交通省○○地方整備局○○事務所

　現場代理人・主任技術者・監理技術者・特例監理技術者
　監理技術者補佐・担当技術者
　　※該当する従事役職に「○」を付けること。

○○地区改良工事

　○○点

資格要件

　平成２０年４月１日以降に、元請けとして完成・引渡しが完了した、4.（5）②の要件を満たす工事の施工経験を有する者であること。

　なお、当該施工経験が大臣官房官庁営繕部、各地方整備局、北海道開発局及び内閣府沖縄総合事務局開発建設部発注工事である場合は、工事成績評定点が６
５点未満のものを除く。

　甲型又は乙型の共同企業体構成員の技術者として従事した施工経験については、共同企業体構成員が以下のいずれかに該当するものに限る。

　・甲型共同企業体については、構成員の出資比率が２０％以上であること。

　・乙型共同企業体については、構成員が施工を行った分担工事のものであること。

配置予定技術者の
従事役職・氏名

法令による資格・免許
１級土木施工管理技士　○○年○○月取得、登録番号：○○○○
監理技術者資格者証　○○年○○月当初交付、現在の登録番号：○○○○

（旧姓・改姓後の姓　　　　／改姓平成　年　月　日）主任技術者　○○ ○○　又は　監理技術者　○○ ○○　又は　特例監理技術者　○○ ○○

主任（監理）技術者又は特例監理技術者の資格・施工経験

 証明書有効期間：令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日

工 事 名 称

工 期

工事種別

発 注 機 関 名

ＣＯＲＩＮＳ登録の有無 有　（ＣＯＲＩＮＳ登録番号：○○○○○○○○○○）　・　無

　本工事と重複する場合
　の対応措置

休業期間：　年　月　日～　年　月　日（　　年　ヶ月）

海外認定・表彰制度の認定 　有　・　無

○○県○○市○○町○○　～  ○○県○○市○○町○○

○○○,○○○,○○○円

一般土木工事、維持修繕工事　等

　より同種性が高い　　・　　同種性が認められる

　現場代理人・主任技術者・監理技術者・特例監理技術者
　監理技術者補佐・担当技術者
　　※該当する従事役職に「○」を付けること。

有 ・ 無 令和　○年度  プロジェクト名：○○○○プロジェクト

有 ・ 無

工 事 名 称

産休育休の取得期間

施 工 場 所

例２）工事現場相互の間隔が10km以内であり、資材調達を一括で行う等、相互に調整を要する工事となるため、本工事と兼務して従事が可能

令和○○年度表彰　工事名：○○○○○○工事
　事務所名：○○○○○事務所
 （ＣＯＲＩＮＳ登録番号：○○○○○○○○○○）

施
工
経
験
の
概
要

週休２日実施証明書の有無
証明書有（週休２日）
証明書無

 発注機関名：○○○○事務所

工 事 成 績 評 定 点

 工　事　名：○○○○○○工事

入札説明書 4.（5）②(ウ)の代要件による申請の有無 無：(ア)及び(イ)を満たしている　・　有：(ウ）の代要件にによる申請

記入欄の該当内容を○で囲み、該当する工事の難工事実施証明書の写しを
提出すること。

（事務所長）
有 ・ 無

継続教育（ＣＰＤ）の取り組み

申
請
時
に
お
け
る
他

工
事
の
従
事
状
況
等

令和　　年度表彰　工事名：　　　　　　工事
　事務所名：　　　　　事務所
 （ＣＯＲＩＮＳ登録番号：　　　　　　　　　　）

　難工事実施証明書の有無

（形式、用途等）（内空幅、内空高　延長、施工工法等）（その他技術的な特記事項等）　単体／ＪＶ（出資比率○％）

東北地方整備局優良工事または優良工事技術者（局長、
部長又は事務所長）表彰の有無

発注機関：国土交通省○○地方整備局、業務名：○○道路事業監理業務、従事した役職：施工分野の主任技術者
従事期間：　年　月　日～　年　月　日（　　年　ヶ月）、従事内容：施工分野の立場から測量・調査・設計内容についての指導・調整等

令和　　年度表彰　工事名：　　　　　　工事
　事務所名：　　　　　事務所
 （ＣＯＲＩＮＳ登録番号：　　　　　　　　　　）

継続教育(当該団体推奨単位の3分の2以上推奨単位未満取
得)の証明あり 有・無

有・無 記入欄の該当内容を○で囲み、配置予定技術者の学習履歴を証明する証明
書（配置予定技術者、学習履歴を証明する証明書発行団体の名称、証明期
間（有効期間）等が分かるもの）の写し等の他に推奨単位が分かる資料を
別途提出すること。

海外認定・表彰制度の表彰の有無

平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

工 事 内 容

継続教育(当該団体推奨単位以上取得)の証明あり

（部　長）
有 ・ 無

事業促進ＰＰＰまたは
ＣＭの従事経験

配置予定技術者の表彰実績

（局　長）
有 ・ 無
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（別記様式３’） （用紙　Ａ４）

会社名

(注12) 

(注13) 

(注14) 

(注9) 
(注8) 

(注10) 
(注11) 

継続教育(当該団体推奨単位以上取得)の証明あり
有・無

(注7) 

ＣＯＲＩＮＳ登録の有無 有　（ＣＯＲＩＮＳ登録番号：　　　　　　　　　　）　・　無 海外認定・表彰制度の認定

有・無

産休育休の取得期間 休業期間：　年　月　日～　年　月　日（　　年　ヶ月）

東北地方整備局優良工事または優良工事技術者（局長、部
長又は事務所長）表彰の有無

配置予定技術者の表彰実績

海外認定・表彰制度の表彰の有無 有 ・ 無 令和　　年度  プロジェクト名：

（局　長）
有 ・ 無

　難工事実施証明書の有無

　有　・　無

ＣＯＲＩＮＳ登録の有無 有　（ＣＯＲＩＮＳ登録番号：　　　　　　　　　　）　・　無

(注6) 

より同種性が高い　　・　　同種性が認められる

(注5) 　本様式を添付しない場合及び添付しても記述のない場合は、「専任補助者の配置予定」がないものと評価する。

(注1) 　ＣＯＲＩＮＳに登録されている場合は、登録番号を記入。
(注2) ＣＯＲＩＮＳに登録されており、かつＣＯＲＩＮＳの登録データで競争参加資格の有無及び、「より同種性が高い」で申請した時により同種性が高い工事であることが確認できる場

合は、契約書等資料の写しを添付する必要はない。
(注3) 競争参加資格があることを確認できる内容で記載のこと。なお、ＣＯＲＩＮＳの登録内容から競争参加資格として求めている施工経験及び、「より同種性が高い」で申請した時によ

り同種性が高い工事であることを確認できない場合は、競争参加資格として求めている施工経験及び、より同種性が高い工事であることを確認できる契約書等資料及び本技術者が当該
工事に従事したことが分かる資料（現場代理人等通知書の控えの写し、施工計画書の現場組織表等）も添付すること。

発 注 機 関 名

工 期 平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日 従事役職
　現場代理人・主任技術者・監理技術者・特例監理技術者

　監理技術者補佐・担当技術者

(注4) 

本工事と重複する場合の
対応措置

申
請
時
に
お
け
る
他

工
事
の
従
事
状
況
等

継続教育（ＣＰＤ）の取り組み

　平成２０年４月１日以降に、元請けとして完成・引渡しが完了した、4.（5）②の要件を満たす工事の施工経験を有する者であること。

工 事 名 称

令和　　年度表彰　工事名：　　　　　　工事
　事務所名：　　　　　事務所
 （ＣＯＲＩＮＳ登録番号：　　　　　　　　　　）

（事務所長）
有 ・ 無

令和　　年度表彰　工事名：　　　　　　工事
　事務所名：　　　　　事務所
 （ＣＯＲＩＮＳ登録番号：　　　　　　　　　　）

事業促進ＰＰＰまたは
ＣＭの従事経験

発注機関：　　　　　　、業務名：　　　　　　　　　　、従事した役職：
従事期間：　年　月　日～　年　月　日（　　年　ヶ月）、従事内容：

（部　長）
有 ・ 無

令和　　年度表彰　工事名：　　　　　　工事
　事務所名：　　　　　事務所
 （ＣＯＲＩＮＳ登録番号：　　　　　　　　　　）

有 ・ 無
記入欄の該当内容を○で囲み、該当する工事の難工事実施証明書の写しを
提出すること。

　なお、当該施工経験が大臣官房官庁営繕部、各地方整備局、北海道開発局及び内閣府沖縄総合事務局開発建設部発注工事である場合は、工事成績評定点が６
５点未満のものを除く。

施
工
経
験
の
概
要

工 事 名 称

発 注 機 関 名

施 工 場 所

工 期 平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日（従事期間：平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日）

工 事 成 績 評 定 点

工 事 内 容

工事種別

従事役職
　現場代理人・主任技術者・監理技術者・特例監理技術者

　監理技術者補佐・担当技術者

契約金額

同種性

専任補助者の資格・施工経験

配置予定技術者の
従事役職・氏名

法令による資格・免許

現場代理人・担当技術者兼務する役職
（旧姓・改姓後の姓
　／改姓平成　年　月　日）

　甲型又は乙型の共同企業体構成員の技術者として従事した施工経験については、共同企業体構成員が以下のいずれかに該当するものに限る。

　・甲型共同企業体については、構成員の出資比率が２０％以上であること。

　・乙型共同企業体については、構成員が施工を行った分担工事のものであること。

週休２日実施証明書の有無
証明書有（週休２日）
証明書無

 発注機関名：

 工　事　名：

 証明書有効期間：令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日

資格要件

記入欄の該当内容を○で囲み、配置予定技術者の学習履歴を証明する証明
書（配置予定技術者、学習履歴を証明する証明書発行団体の名称、証明期
間（有効期間）等が分かるもの）の写し等の他に推奨単位が分かる資料を
別途提出すること。

継続教育(当該団体推奨単位の３分の２以上推奨単位未満取
得)の証明あり

　健康保険被保険者証の写しを提出する場合は「保険者番号及び被保険者等記号・番号」についてマスキングを行ったうえで提出すること。なお「恒常的な雇用関係」とは入札説明書
11. に示す入札の締切日以前に３ヶ月以上の雇用関係があることをいう。

　「週休２日実施証明書」の項目が「有」の場合は、記載した該当工事の証明書の写し、又は主任技術評価官の確認印が押印された「「週休２日実施証明書」発行の申請」の控え（写
し）、又は証明書が発行される予定であることがわかる資料（様式自由）等、確認できる資料を添付すること。

　産休育休による「対象期間の緩和」を申請する場合は、休業期間を記載し、確認できる資料を添付すること
　事業促進ＰＰＰまたはＣＭによる「対象期間の緩和」を申請する場合は記載した内容が確認できる資料を添付すること。

　海外認定・表彰制度により認定された海外実績の場合において、ＣＯＲＩＮＳに登録されていない工事については、認定証の写し及び当該工事の内容について確認出来る資料を添付
すること。

　また、ＣＯＲＩＮＳ登録データで主たる工種の全期間に従事したことが確認できない場合は、従事したことが確認できる資料の写しを提出すること（主たる工種と全期間に従事した
ことが分かる資料を提出すること。）。

　配置予定の技術者の資格については合格証明書等の資格保有者であることが確認できる資料の写しを提出すること。

　競争参加資格として求められている施工経験が複数の場合には､施工経験毎に作成して提出すること｡
　優良工事表彰における配置予定技術者の従事期間は、主たる工種の全期間に従事した場合とする（主たる工種とは、２工種以上の場合は金額の大きい方の工種とし工場製作は除く。
全期間とは主たる工種の全数量分とする。）。

　大臣官房官庁営繕部、各地方整備局、北海道開発局及び内閣府沖縄総合事務局開発建設部発注工事の場合は、工事成績評定点を記載し、工事成績評定通知書の写しを添付すること。

　本工事における配置予定技術者の従事役職は必ず記載すること。
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（別記様式３’　記入例） （用紙　Ａ４）

会社名

一般土木工事、維持修繕工事　等

法令による資格・免許
１級土木施工管理技士　○○年○○月取得、登録番号：○○○○
監理技術者資格者証　○○年○○月当初交付、現在の登録番号：○○○○

資格要件

　平成２０年４月１日以降に、元請けとして完成・引渡しが完了した、4.（5）②の要件を満たす工事の施工経験を有する者であること。

　甲型又は乙型の共同企業体構成員の技術者として従事した施工経験については、共同企業体構成員が以下のいずれかに該当するものに限る。

　・甲型共同企業体については、構成員の出資比率が２０％以上であること。

　・乙型共同企業体については、構成員が施工を行った分担工事のものであること。

　なお、当該施工経験が大臣官房官庁営繕部、各地方整備局、北海道開発局及び内閣府沖縄総合事務局開発建設部発注工事である場合は、工事成績評定点が６
５点未満のものを除く。

有　（ＣＯＲＩＮＳ登録番号：○○○○○○○○○○）　・　無

専任補助者の資格・施工経験

配置予定技術者の
従事役職・氏名

現場代理人・担当技術者兼務する役職
（旧姓・改姓後の姓
　／改姓平成　年　月　日）

専任補助者　○○　○○

施
工
経
験
の
概
要

工 事 名 称

発 注 機 関 名

施 工 場 所

ＣＯＲＩＮＳ登録の有無

　○○点 従事役職

有　（ＣＯＲＩＮＳ登録番号：○○○○○○○○○○）　・　無 海外認定・表彰制度の認定 　有　・　無

例）本工事に着手する前の○月○日から後片づけ開始予定のため本工事に従事可能

国土交通省○○地方整備局○○事務所

平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

より同種性が高い　　・　　同種性が認められる
※ 施工経験が該当する内容に「○」を付けること。

○○○○○○工事 工事種別

事業促進ＰＰＰまたは
ＣＭの従事経験

工 期 平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日（従事期間：平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日）

工 事 成 績 評 定 点

国土交通省○○地方整備局○○事務所 契約金額 ○○○,○○○,○○○円

○○県○○市○○町○○　～  ○○県○○市○○町○○

　現場代理人・主任技術者・監理技術者・特例監理技術者
　監理技術者補佐・担当技術者
　　※該当する従事役職に「○」を付けること。

同種性

工 事 内 容 （形式、用途等）（内空幅、内空高　延長、施工工法等）（その他技術的な特記事項）　単体／ＪＶ（出資比率○○％）

発注機関：国土交通省○○地方整備局、業務名：○○道路事業監理業務、従事した役職：施工分野の主任技術者
従事期間：　年　月　日～　年　月　日（　　年　ヶ月）、従事内容：施工分野の立場から測量・調査・設計内容についての指導・調整等

申
請
時
に
お
け
る
他
工
事

の
従
事
状
況
等

工 事 名 称 ○○地区改良工事

従事役職

産休育休の取得期間

本工事と重複する場合の
対応措置

ＣＯＲＩＮＳ登録の有無

発 注 機 関 名

工 期
　現場代理人・主任技術者・監理技術者・特例監理技術者
　監理技術者補佐・担当技術者
　　※該当する従事役職に「○」を付けること。

　休業期間：　年　月　日～　年　月　日（　　年　ヶ月）

記入欄の該当内容を○で囲み、配置予定技術者の学習履歴を証明する証明
書（配置予定技術者、学習履歴を証明する証明書発行団体の名称、証明期
間（有効期間）等が分かるもの）の写し等の他に推奨単位が分かる資料を
別途提出すること。

継続教育(当該団体推奨単位の３分の２以上推奨単位未満
取得)の証明あり 有・無

配置予定技術者の表彰実績

海外認定・表彰制度の表彰の有無 有 ・ 無 令和　○年度  プロジェクト名：○○○○プロジェクト

有 ・ 無
記入欄の該当内容を○で囲み、該当する工事の難工事実施証明書の写しを
提出すること。

東北地方整備局優良工事または優良工事技術者（局長、
部長又は事務所長）表彰の有無

継続教育（ＣＰＤ）の取り組み

継続教育(当該団体推奨単位以上取得)の証明あり

（局　長）
有 ・ 無

有・無

（事務所長）
有 ・ 無

令和　　年度表彰　工事名：　　　　　　工事
　事務所名：　　　　　事務所
 （ＣＯＲＩＮＳ登録番号：　　　　　　　　　　）

（部　長）
有 ・ 無

令和　　年度表彰　工事名：　　　　　　工事
　事務所名：　　　　　事務所
 （ＣＯＲＩＮＳ登録番号：　　　　　　　　　　）

令和○○年度表彰　工事名：○○○○○○工事
　事務所名：○○○○○事務所
 （ＣＯＲＩＮＳ登録番号：○○○○○○○○○○）

　難工事実施証明書の有無

週休２日実施証明書の有無
証明書有（週休２日）
証明書無

 発注機関名：○○○○事務所

 工　事　名：○○○○○○工事

 証明書有効期間：令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日
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（別記様式４） （用紙　Ａ４）

会社名

別記様式３と異なる工事で成績評価を受けようとする場合の　主任（監理）技術者又は特例監理技術者の当該工事種別工事の経験

工 期 平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日（従事期間：平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日）

（注3）
（注4） 本工事における、工事成績評定点の評価対象の工事種別は、「維持修繕工事」のみとする。

ＣＯＲＩＮＳに登録されている場合は、登録番号を記入すること。登録されていない場合は、上表に記載した事項について確認できる資料を添付すること。

（注1） 東北地方整備局発注工事の工事成績評定点を記載し、工事成績評定通知書の写しを添付すること。
（注2） 本様式を添付しない場合及び添付しても記述のない場合は、別記様式３に記載された内容のみで評価する。

配置予定技術者の
従事役職・氏名

当
該
工
事
種
別
工
事
の
経
験
の
概
要

工 事 名 称

工 事 種 別 維持修繕工事

ＣＯＲＩＮＳ登録の
有 無

有　（ＣＯＲＩＮＳ登録番号：　　　　　　　　　　）　・　無

工 事 成 績 評 定 点

従 事 役 職 現場代理人　・　主任技術者　・　監理技術者　・　特例監理技術者

発 注 機 関 名
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（別記様式４　記入例） （用紙　Ａ４）

会社名

別記様式３と異なる工事で成績評価を受けようとする場合の　主任（監理）技術者又は特例監理技術者の当該工事種別工事の経験

工 期 平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日（従事期間：平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日）

有　（ＣＯＲＩＮＳ登録番号：○○○○○○○○○○）　・　無

配置予定技術者の
従事役職・氏名

主任技術者　○○　○○　　　又は　　　監理技術者　○○　○○　　　又は　　　特例監理技術者　○○　○○

当
該
工
事
種
別
工
事
の
経
験
の
概
要

工 事 名 称 ○○○○○○工事

工 事 種 別 維持修繕工事

工 事 成 績 評 定 点 ○○点

従 事 役 職 現場代理人　・　主任技術者　・　監理技術者　・　特例監理技術者　　　※該当する従事役職に「○」を付けること。

ＣＯＲＩＮＳ登録の
有 無

発 注 機 関 名 ○○地方整備局　　○○事務所
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（別記様式４’） （用紙　Ａ４）

会社名

（注4） 本工事における、工事成績評定点の評価対象の工事種別は、「維持修繕工事」のみとする。

従 事 役 職 現場代理人　・　主任技術者　・　監理技術者　・　特例監理技術者

ＣＯＲＩＮＳ登録の
有 無

有　（ＣＯＲＩＮＳ登録番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　）　・　無

（注1） 東北地方整備局発注工事の工事成績評定点を記載し、工事成績評定通知書の写しを添付すること。
（注2） 本様式を添付しない場合及び添付しても記述のない場合は、別記様式３’に記載された内容のみで評価する。
（注3） ＣＯＲＩＮＳに登録されている場合は、登録番号を記入すること。登録されていない場合は、上表に記載した事項について確認できる資料を添付すること。

別記様式３’と異なる工事で成績評価を受けようとする場合の　専任補助者の当該工事種別工事の経験

配置予定技術者の
従事役職・氏名

当
該
工
事
種
別
工
事
の
経
験
の
概
要

工 事 名 称

工 事 種 別 維持修繕工事

工 事 成 績 評 定 点

専任補助者　○　○　○　○

発 注 機 関 名

工 期 平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日（従事期間：平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日）
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（別記様式４’　記入例） （用紙　Ａ４）

会社名

別記様式３’と異なる工事で成績評価を受けようとする場合の　専任補助者の当該工事種別工事の経験

配置予定技術者の
従事役職・氏名

専任補助者　○　○　○　○

当
該
工
事
種
別
工
事
の
経
験
の
概
要

工 事 名 称 ○○○○○○工事

工 事 種 別 維持修繕工事

工 事 成 績 評 定 点 ○○点

従 事 役 職 現場代理人　・　主任技術者　・　監理技術者　・　特例監理技術者　　　※該当する従事役職に「○」を付けること

ＣＯＲＩＮＳ登録の
有 無

有　（ＣＯＲＩＮＳ登録番号：○○○○○○○○○○）　・　無

発 注 機 関 名 ○○地方整備局　　○○事務所

工 期 平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日（従事期間：平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日）
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（別記様式５） （用紙　Ａ４）

会社名

令和　　年度

令和　　年度

令和　　年度

令和　　年度

令和　　年度

　配置予定：

・災害等協定に基づく活動実績
・大規模災害時の応急対策実績
・維持工事などで実施した小規模災害
　を含む災害時の緊急的な活動実績 ※）
・東北地方整備局災害対策功労者局長表彰

有・無

・災害等協定の締結

仙台地方生活圏内におけ
る地域防災への協力体制

・消防団協力事業所に認定されている場合
　又は、消防団に協力することによる表彰
　の有無

有・無

有・無

※）
（注2）　ＳＡＦＥＴＹにおける「安全に関する体験・提案文」の表彰については、評価しない。
（注1）

　発注者側の要請を受けた緊急応急復旧等の緊急作業（待機を含む）

　表彰実績及び登録基幹技能者等の配置以外の項目が有の場合は必ず事実を証明できるような書類を添付すること。

災害等協定に基づく活動
実績等の有無（発注者側
の要請による活動実績を
含む）

企業の表彰実績

表 彰 年 月 日 ：

（表彰年度：令和　年度）

事務所名：

有・無 （表彰年度：令和　年度）

（安全）

工事名： 事務所名：

有・無 （表彰年度：令和　年度）

（SAFETY）

登録基幹技能者等の配置 登録基幹技能者等の配置予定の有無 有・無

有・無
記入欄の該当内容を○で囲み、該当する工事の難工事実施証明書の写しを提出するこ
と。

例）登録鉄筋基幹技能者、優秀施工者国土交通大臣顕彰（鉄筋工）、
　　卓越した技能者（鉄筋工）

難工事実施証明書の有無

東北地方整備局ＳＡＦＥＴＹ、安全表彰の
有無

工事名： 事務所名：

東北地方整備局工事成績優秀地域企業表彰

東北地方整備局優良工事（局長、部長又は事
務所長）表彰の有無

（事務所長）

（局長）

有・無

（表彰）有・無

東北地方整備局工事成績優秀企業認定

（部長）

有・無

（表彰年度：令和　年度）

工事名：

記入欄の該当内容を○で囲み、説明できる資料を別途提出すること。

（東北地方整備局災害対策功労者局長表彰の表彰年度：平成　　年度）

記入欄の該当内容を○で囲み、説明できる資料を別途提出すること。

（認定）有・無 認 定 年 月 日 ：

表 彰 実 績 ・ 地 域 精 通 度 ・ 貢 献 度 等

有無記入 「有」の場合はその内容具体的項目項　　目

有・無 （表彰年度：令和　年度）

工事名： 事務所名：

工事名： 事務所名：
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（別記様式６）

工事名： 七ヶ宿ダム維持工事

チェック欄

□

□

□

□

□

□

　チェック欄に、レまたは■を記載すること。

　※競争参加資格確認時は、本チェックリストの確認のみとする。

　　要件を確認するための資料は、落札決定後に提出を求める。

特例監理技術者の配置を予定している場合の確認事項

　(コ)兼務する工事は維持工事※以外の工事でなければならない。（※「維持工
事」とは通年維持工事等（２４時間体制での応急処理工や緊急巡回等が必要な工
事）をいう。）

　上記項目を全て満たしている。

　(オ)特例監理技術者が兼務できる範囲は白石二次生活圏内（白石市、角田市、蔵
王町、七ヶ宿町、丸森町）でなければならない。

　(エ)同一の特例監理技術者が配置できる工事は、本工事を含め同時に２件までと
する。

　(ア)建設業法第２６条第３項ただし書きによる監理技術者の職務を補佐する者を
専任で配置すること。

　特例監理技術者の配置を予定している。

　チ　ェ　ッ　ク　項　目

- 13-



（別記様式７の１） 【大企業用】

　表明いたします。

　従業員と合意したことを表明いたします。

（表明書提出時に、この【注意事項】は、削除してください）
【注意事項】

※

　令和　　年　　月　　日

　　　株式会社○○○○

　　　（住所を記載）

　　　代表者氏名　○○　○○　　

　令和　　年　　月　　日

　　　株式会社○○○○

 　　　従業員代表　　　　　　　　　　氏名　○○　○○　　印

　　　給与又は経理担当者　　　　　　氏名　○○　○○　　印

（表明書提出時に、この【注意事項】は、削除してください）
【注意事項】

※

従業員への賃金引上げ計画の表明書

　上記の内容について、我々従業員は、令和○年○○月○○日に、○○○という方法に

よって、代表者より表明を受けました。

　当社は、○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日までの当社事業年度）（又

は○年）において、給与等受給者一人あたりの平均受給額を対前年度（又は対前年）増

加率○％以上とすることを

本表明書をもって初めて従業員に賃上げを表明する場合は上段「表明いたしま

す。」を、既に本表明書以外のところで従業員に賃上げを表明している場合は

下段「従業員と合意したことを表明いたします。」を選択（〇で囲むか、非選

択文言を削除）してください。

「代表者氏名」及び「従業員代表及び給与又は経理担当者の記名・捺印」は必

須項目ですので、漏れの無いよう記載願います。
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【大企業用】

（留意事項）

１.

２.

３.

４.

５.

６.

７.

８.

９. 　前事業年度又は前年度に、賃上げ表明に対する加点措置を受けた上で契約を締

結した場合における、前回と今回の賃上げ実施期間が重ならないよう留意するこ

と。なお、前回の賃上げ実施期間を表明時から後ろ倒した場合、前回の賃上げ実

施期間と今回の表明期間が重複することはあり得るが、その場合も前回と今回の

賃上げ実施期間が重ならないように留意すること。

　経年的に本評価項目によって加点を受けようとする場合、事業年度単位か暦年

単位かの選択を前年度又は前年から変えることによって、前年度等に加点を受け

るために表明した期間と、当該年度等に加点を受けるために表明した期間が重な

り、賃上げ表明の期間と加点を受ける期間との間に不整合が生じることのないよ

う、賃上げ表明を行う期間は、前年度等に加点を受けるために表明した期間と重

ならない期間とすること。

　事業年度により賃上げを表明した場合には、当該事業年度の「法人事業概況説
明書」を原則として賃上げ実施期間終了月の月末から３か月以内に契約担当官等
に提出してください。
　なお、法人事業概況説明書を作成しない者においては、税務申告のために作成
する類似の書類（事業活動収支計算書）等の賃金支払額を確認できる書類を提出
してください。
　ただし、法人税法（昭和40年法律第34号）第７５条の２の規定により申告書の
提出期限の延長がなされた場合には、契約担当官等への提出期限を同条の規定に
より延長された期限と同じ期限に延長するものとします。

　複数の契約担当官等の同一発注年度における調達に参加する場合、他の案件で

提出したものの写しを提出することもできます。（他の案件で提出したものが、

今回の様式と違ってもよい。）

　電子入札システム及び電子調達システムを利用して提出する場合は、従業員代

表等の印影があるものを提出してください。

　暦年により賃上げを表明した場合においては、当該年の「給与所得の源泉徴収

票等の法定調書合計表」を原則として賃上げ実施期間終了月の月末から３か月以

内に契約担当官等に提出してください。

　上記１．による確認において表明書に記載した賃上げを実行していない場合若

しくは本制度の趣旨を意図的に逸脱していると判断された場合又は上記確認書類

を期限までに提出しない場合においては、当該事実判明後の総合評価落札方式に

よる入札に参加する場合、技術点又は加算点を減点するものとします。

　上記３．による減点措置については、減点措置開始日から１年間に入札公告が

行われる調達に参加する場合に行われることとなる。ただし、減点事由の判明の

時期により減点措置開始時期が異なることとなるため、減点措置開始時に当該事

由を確認した契約担当官等により適宜の方法で通知するものとします。

表明書の従業員代表、給与又は経理担当者（以下、従業員代表等）については特

定の立場・役職等により制約するものではなく、提出者の実情に応じて選出して

いただくことで構いません。なお、従業員代表等の押印がない場合は加点対象と

なりません。
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（別記様式７の２） 【中小企業用】

  表明いたします。

　従業員と合意したことを表明いたします。

（表明書提出時に、この【注意事項】は、削除してください）
【注意事項】

※

　令和　　年　　月　　日

　　　株式会社○○○○

　　　（住所を記載）

　　　代表者氏名　○○　○○　　

　令和　　年　　月　　日

　　　株式会社○○○○

 　　　従業員代表　　　　　　　　　　氏名　○○　○○　　印

　　　給与又は経理担当者　　　　　　氏名　○○　○○　　印

（表明書提出時に、この【注意事項】は、削除してください）
【注意事項】

※

（表明書提出時に、この【注意事項】は、削除してください）
【注意事項】

※

従業員への賃金引上げ計画の表明書

　当社は、○年度（令和○年○○月○○日から令和○年○○月○○日までの当社事業年

度）（又は○年）において、給与総額を対前年度（又は対前年）増加率○％以上とする

ことを

本表明書をもって初めて従業員に賃上げを表明する場合は上段「表明いたしま

す。」を、既に本表明書以外のところで従業員に賃上げを表明している場合は

下段「従業員と合意したことを表明いたします。」を選択（〇で囲むか、非選

択文言を削除）してください。

　上記の内容について、我々従業員は、令和○年○○月○○日に、○○○という方法に

よって、代表者より表明を受けました。

「代表者氏名」及び「従業員代表及び給与又は経理担当者の記名・捺印」は必

須項目ですので、漏れの無いよう記載願います。

本紙の提出にあたっては、直近の事業年度の「法人税申告書別表１」（別記様

式８）も併せて提出してください。
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【中小企業用】

（留意事項）

１.

２.

３.

４.

５.

６.

７.

８.

９. 　前事業年度又は前年度に、賃上げ表明に対する加点措置を受けた上で契約を締

結した場合における、前回と今回の賃上げ実施期間が重ならないよう留意するこ

と。なお、前回の賃上げ実施期間を表明時から後ろ倒した場合、前回の賃上げ実

施期間と今回の表明期間が重複することはあり得るが、その場合も前回と今回の

賃上げ実施期間が重ならないように留意すること。

　上記１．による確認において表明書に記載した賃上げを実行していない場合若

しくは本制度の趣旨を意図的に逸脱していると判断された場合又は上記確認書類

を期限までに提出しない場合においては、当該事実判明後の総合評価落札方式に

よる入札に参加する場合、技術点又は加算点を減点するものとします。

　上記３．による減点措置については、減点措置開始日から１年間に入札公告が

行われる調達に参加する場合に行われることとなる。ただし、減点事由の判明の

時期により減点措置開始時期が異なることとなるため、減点措置開始時に当該事

由を確認した契約担当官等により適宜の方法で通知するものとします。

表明書の従業員代表、給与又は経理担当者（以下、従業員代表等）については特

定の立場・役職等により制約するものではなく、提出者の実情に応じて選出して

いただくことで構いません。なお、従業員代表等の押印がない場合は加点対象と

なりません。

　経年的に本評価項目によって加点を受けようとする場合、事業年度単位か暦年

単位かの選択を前年度又は前年から変えることによって、前年度等に加点を受け

るために表明した期間と、当該年度等に加点を受けるために表明した期間が重な

り、賃上げ表明の期間と加点を受ける期間との間に不整合が生じることのないよ

う、賃上げ表明を行う期間は、前年度等に加点を受けるために表明した期間と重

ならない期間とすること。

　複数の契約担当官等の同一発注年度における調達に参加する場合、他の案件で

提出したものの写しを提出することもできます。（他の案件で提出したものが、

今回の様式と違ってもよい。）

　電子入札システム及び電子調達システムを利用して提出する場合は、従業員代

表等の印影があるものを提出してください。

　事業年度により賃上げを表明した場合には、当該事業年度の「法人事業概況説
明書」を原則として賃上げ実施期間終了月の月末から３か月以内に契約担当官等
に提出してください。
　なお、法人事業概況説明書を作成しない者においては、税務申告のために作成
する類似の書類（事業活動収支計算書）等の賃金支払額を確認できる書類を提出
してください。
　ただし、法人税法（昭和40年法律第34号）第７５条の２の規定により申告書の
提出期限の延長がなされた場合には、契約担当官等への提出期限を同条の規定に
より延長された期限と同じ期限に延長するものとします。

　暦年により賃上げを表明した場合においては、当該年の「給与所得の源泉徴収

票等の法定調書合計表」を原則として賃上げ実施期間終了月の月末から３か月以

内に契約担当官等に提出してください。

- 17-



（別記様式８）
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（別記様式９）
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（別記様式１０）
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（別記様式１１：第３者による場合）

（同等の賃上げ実績と認めた評価の内容）

 （記載例１）

 （記載例２）

令和　　年　　月　　日

（住所を記載）

（税理士又は公認会計士等を記載）　氏名　○○　○○　

（添付書類）
・〇〇〇
・〇〇〇

賃金引上げ計画の達成について

　私は、〇〇株式会社が、令和○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日

までの〇〇株式会社の事業年度）（又は○年）において、令和〇年〇月〇日付け

「従業員への賃金引上げ計画の表明書」と同等の賃上げを実施したことを別添書

類によって確認いたしました。

　評価対象事業年度においては、〇人の従業員が退職する一方、〇人の新卒

採用者を雇用することになり、給与支給総額が〇％増加にとどまったもの

の、継続雇用している〇人の給与支給総額は〇％増加していたため、表明書

と同等の賃上げを実行したものと認めました。

　評価対象の前事業年度は災害時の応急対策に従事することなどによる超過

勤務手当が多く発生した（対前年度〇％増加）が、評価対象年度においては

その対応がなかったため、超過勤務手当は〇％減と大きく減少した。これら

の要因により、給与支給総額は○％の増加にとどまったものの、基本給総額

は〇％増加していたため、表明書と同等の賃上げを実行したものと認めまし

た。
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（別記様式１１：表明者による場合）

令和○年○月○日

（住所）

（法人名）　株式会社○○○○

　　代表取締役○○　○○

（添付書類）

・〇〇〇

・〇〇〇

令和○年○月○日

（住所）

（公認会計士等の指名）

※ 上記は記載例であり、ここに記載されている例に限定されるものではありません。

賃金引上げ計画の達成について

 （記載例１）

　当社は、評価対象事業年度（又は暦年）において、〇人の従業員が退職する一

方、○人の新卒採用者を雇用することになり、給与支給総額が○％増加にとど

まったものの、継続雇用している○人の給与支給総額は○％増加していたため、

表明書と同等の賃上げを実施したものと考えております。この点について、計算

の基礎となる添付資料及び計算過程を添付書類のとおり提出します。

 （記載例２）

　当社は、評価対象の前事業年度（前年）は災害時の応急対策に従事することな

どによる超過勤務手当が多く発生した（対前年（度）○％増加）が、評価対象年

（度）においてはその対応がなかったため、超過勤務手当は〇％減と大きく減少

しました。これらの要因により、給与支給総額は〇％の増加にとどまったもの

の、基本給総額は○％増加していたため、表明書と同等の賃上げを実行したもの

と考えております。この点について、計算の基礎となる添付資料及び計算過程を

添付書類のとおり提出します。

上記添付資料により本書類に記載する賃上げ率等が算出されることについ

て、計算誤りがない旨を確認しました。
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（留意事項）
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（別記様式（内訳書））

分任支出負担行為担当官
東北地方整備局
七ヶ宿ダム管理所長

坂本　悟　殿
住　　　　　　 所

商号又は名称
代 表 者 氏 名

   ※ 水色のセルに入力してください。
その他は自動計上されます。

工事名 七ヶ宿ダム維持工事

工事区分 工種 種別 細別 規格 単位 数量 単価 金額

※注意：行や列の挿入・削除はしないこと。

令和　　年　　月　　日

工　事　費　内　訳　書

工事費内訳書の様式は、別記様式（内訳書）によるものとし、Microsoft Excel
（Excel.2013形式以下のもので保存）で作成し、提出すること。

- 28-



（別記様式（紙入札用））

ただし、七ヶ宿ダム維持工事

令和　　年　　月　　日

住 所

商号又は名称

代 表 者 氏 名

分任支出負担行為担当官

東北地方整備局

七ヶ宿ダム管理所長　坂本　悟　殿

※ 以下は、押印を省略する場合のみ記載すること。

（連絡先として、電話番号を本件責任者、担当者

　それぞれに記載すること。）

本件責任者

（部署名）：

（氏　名）：

（連絡先）：

担　当　者

（部署名）：

（氏　名）：

（連絡先）：

一金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円也

東北地方整備局競争契約入札心得及び現場説明書等を承諾の上、入札します。

入　　　札　　　書
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（別記様式（紙入札方式参加承諾願））

１．発注件名 七ヶ宿ダム維持工事

２．電子入札システムでの参加ができない理由

（上記の案件で使用する電子くじ番号　＊＊＊）

住 所

氏 名

分任支出負担行為担当官

東北地方整備局　七ヶ宿ダム管理所長　殿

上記について承諾します。

令和　　年　　月　　日

殿

分任支出負担行為担当官

東北地方整備局　七ヶ宿ダム管理所長

紙入札方式参加承諾願

令和　　年　　月　　日

　上記案件は、電子入札対象案件ではありますが、今回は当社においては上記理由により

電子入札システムを利用しての参加ができないため、紙入札方式での参加を承諾いただき

ますようお願いいたします。

（ ＪＩＳ規格　Ａ４縦 ）
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工事名： 七ヶ宿ダム維持工事

№

1

4

5

8

9

10

※ ８ 、１３ 以外は入力必須項目
※ ㈱、㈲等の機種依存文字記号は使用しない
※ 郵便番号は左詰半角でハイフンは不可
※ 電話番号は左詰半角でハイフン可

13 連絡先メールアドレス

11 連絡先住所

12 連絡先電話番号
左詰半角文字で
ハイフンは可

連絡先名称

連絡先氏名

7 代表者FAX
左詰半角文字で
ハイフンは可

代表者メールアドレス

代表者氏名

6 代表者電話番号
左詰半角文字で
ハイフンは可

3 業者住所

部署名

紙入札業者情報登録シート

2 業者郵便番号
左詰半角文字で
ハイフンは不可

項目 登録内容 備考

業者名称
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（別記様式（紙契約方式承諾願））

工事名： 七ヶ宿ダム維持工事

住 所

氏 名

分任支出負担行為担当官

東北地方整備局　七ヶ宿ダム管理所長　殿

上記について承諾します。

令和　　年　　月　　日

殿

分任支出負担行為担当官

東北地方整備局　七ヶ宿ダム管理所長

（ ＪＩＳ規格　Ａ４縦 ）

紙契約方式承諾願

　当該案件は、契約手続きに係る書類の授受について、電子契約システムを利用しての手続

きができないため、紙契約方式での手続きを承諾いただきますようお願いいたします。

　（電子契約システムによらない理由）

令和　　年　　月　　日

　紙契約方式を希望する場合は、落札決定の日の２日後（土曜、日曜日及び休日を除く。）
までに、本承諾願を入札説明書記載の担当部局へ提出すること。
　上記期限前に契約書を紙で提出しようとする場合は、契約書を提出する前までに本承諾願
を提出すること。

※
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（別添１）

分任支出負担行為担当官

東北地方整備局　七ヶ宿ダム管理所長

坂本　悟　殿

大臣・知事許可番号

住　　所

会 社 名（所在地も記載してください）

代表者名

申　　出　　書

令和　　年　　月　　日

  令和６年３月８日追加資料の提出依頼のありました七ヶ宿ダム維持工事については、追

加資料を提出しないことを申し出ます。

- 33-



（別添２）

　

分任支出負担行為担当官

東北地方整備局　七ヶ宿ダム管理所長

坂本　悟　殿

大臣・知事許可番号

住　　所

会 社 名（所在地も記載してください）

代表者名

１．工事成績優秀企業認定（工事成績優秀地域企業表彰）について

表彰年度： 令和○○年度　工事成績優秀企業認定、工事成績優秀地域企業表彰

　※　認定又は表彰の該当する方をマルで囲む。両方の場合は、両方をマルで囲む。

２．工事成績評定点が６５点未満として通知された工事について

工 事 名： ○○地区工事

発注機関： 東北地方整備局○○○○事務所

通 知 日： 令和○○年○○月○○日

工事成績優秀企業認定、工事成績優秀地域企業表彰に係る申請

令和　　年　　月　　日

　令和６年１月２３日に公告のありました七ヶ宿ダム維持工事において、表彰実績等として
「工事成績優秀企業認定（工事成績優秀地域企業表彰）」を申請しましたが、下記のとおり６
５点未満の成績評定を通知された工事がありましたので申請します。
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＜別添＞

登録基幹技能者講習 建設業の種類 直轄工事の工事種別で対応する可能性がある もの

登録電気工事基幹技能者講習 電気工事業、電気通信工事業 維持修繕工事、通信設備工事、受変電設備工事、電気設備工事

登録造園基幹技能者講習 造園工事業 造園工事

登録防水基幹技能者講習 防水工事業 建築工事、法面処理工事、維持修繕工事

登録建設塗装基幹技能者講習 塗装工事業 塗装工事、維持修繕工事
登録左官基幹技能者講習 左官工事業 建築工事、木造建築工事

登録海上起重基幹技能者講習 しゆんせつ工事業 河川しゅんせつ工事

登録鉄筋基幹技能者講習 鉄筋工事業 なし
登録圧接基幹技能者講習 鉄筋工事業 なし
登録型枠基幹技能者講習 大工工事業 建築工事、木造建築工事
登録配管基幹技能者講習 管工事業 暖冷房衛生設備工事
登録鳶・土工基幹技能者講習 とび・土工工事業

登録内装仕上工事基幹技能者講習 内装仕上工事業 建築工事、木造建築工事

登録基幹技能者講習 建設業の種類 直轄工事の工事種別で対応する可能性がある もの

登録建築板金基幹技能者講習 板金工事業、屋根工事業 木造建築工事

登録ダクト基幹技能者講習 管工事業 暖冷房衛生設備工事
登録保温保冷基幹技能者講習 熱絶縁工事業 暖冷房衛生設備工事

登録冷凍空調基幹技能者講習 管工事業 暖冷房衛生設備工事

登録消火設備基幹技能者講習 消防施設工事業 暖冷房衛生設備工事
登録建築大工基幹技能者講習 大工工事業 建築工事、木造建築工事
登録硝子工事基幹技能者講習 ガラス工事業 なし
登録ＡＬＣ基幹技能者講習 タイル・れんが・ブロック工事業 一般土木工事、建築工事、木造建築工事、維持修繕工事

登録土工基幹技能者講習 とび・土工工事業 一般土木工事、鋼橋上部工事、プレストレスト・コンクリート
工事、建築工事、法面処理工事、木造建築工事、維持修繕工事
、グラウト工事、杭打工事

登録タイル張り基幹技能者講習 タイル・れんが・ブロック工
事業

一般土木工事、建築工事、木造建築工事、維持修繕工事

登録標識・路面標示基幹技能者講
習

とび・土工工事業、塗装工事
業

一般土木工事、鋼橋上部工事、プレストレスト・コンクリート
工事、建築工事、法面処理工事、木造建築工事、維持修繕工事
、グラウト工事、杭打工事、塗装工事

登録運動施設基幹技能者講習 とび・土工工事業、舗装工事
業、造園工事業

一般土木工事、鋼橋上部工事、プレストレスト・コンクリート
工事、建築工事、法面処理工事、木造建築工事、維持修繕工事
、グラウト工事、杭打工事、造園工事、アスファルト舗装工事
、セメント・コンクリート舗装工事

登録基礎工基幹技能者講習 とび・土工工事業 一般土木工事、鋼橋上部工事、プレストレスト・コンクリート
工事、建築工事、法面処理工事、木造建築工事、維持修繕工事
、グラウト工事、杭打工事

登録外壁仕上基幹技能者講習 塗装工事業、左官工事業、防
水工事業

塗装工事、維持修繕工事、建築工事、木造建築工事、法面処理
工事

登録グラウト基幹技能者講習 とび・土工工事業 一般土木工事、鋼橋上部工事、プレストレスト・コンクリート
工事、建築工事、法面処理工事、木造建築工事、維持修繕工事
、グラウト工事、杭打工事

登録サッシ・カーテンウォ－ル基
幹技能者講習

建具工事業 建築工事、木造建築工事

登録基幹技能者講習と主任技術者として認められる建設業の種類について    2/2

登録エクステリア基幹技能者 タイル・れんが・ブロック工
事業、とび・土工工事業、石
工事業

一般土木工事、鋼橋上部工事、プレストレスト・コンクリート
工事、建築工事、法面処理工事、木造建築工事、維持修繕工事
、グラウト工事、杭打工事

登録ＰＣ基幹技能者 とび・土工工事業、鉄筋工事
業

一般土木工事、鋼橋上部工事、プレストレスト・コンクリート
工事、建築工事、法面処理工事、木造建築工事、維持修繕工事
、グラウト工事、杭打工事

一般土木工事、鋼橋上部工事、プレストレスト・コンクリート
工事、建築工事、法面処理工事、木造建築工事、維持修繕工事
、グラウト工事、杭打工事

登録切断穿孔基幹技能者講習 とび・土工工事業

登録トンネル基幹技能者講習 とび・土工工事業 一般土木工事、鋼橋上部工事、プレストレスト・コンクリート
工事、建築工事、法面処理工事、木造建築工事、維持修繕工事
、グラウト工事、杭打工事

登録機械土工基幹技能者講習 とび・土工工事業 一般土木工事、鋼橋上部工事、プレストレスト・コンクリート
工事、建築工事、法面処理工事、木造建築工事、維持修繕工事
、グラウト工事、杭打工事

登録基幹技能者講習と主任技術者として認められる建設業の種類について    1/2

登録橋梁基幹技能者講習 鋼構造物工事業、とび・土工
工事業

鋼橋上部工事、建築工事、機械設備工事、通信設備工事、一般
土木工事、プレストレスト・コンクリート工事、法面処理工事
、木造建築工事、維持修繕工事、グラウト工事、杭打工事

登録コンクリート圧送基幹技能者
講習

とび・土工工事業 一般土木工事、鋼橋上部工事、プレストレスト・コンクリート
工事、建築工事、法面処理工事、木造建築工事、維持修繕工事
、グラウト工事、杭打工事
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